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(別紙)

地域介護・福祉空間整備等施設整備期 '金及び

地域介護・福祉空間整備推進交付金実施要綱

第4 先進的事業支援特例交付金 (市区町村金域を単位として作成する整備計画に対する
交付金)

(2)先進的事業整備計画
ア～ウ (略 )

工 先進的事業支援特例交付金の交付 (先進的事業整備計画に係る分)

(ア )識無事業
規則第4条第5号、第 5条第3号、第6条第2号 (ユニット型施設を整備する

事業に限る。)及び同条第 7号に定められた次に掲げる事業に要する経費を対象
とする。

■上 既存の小規模福祉施設において消防法施行令改正に伴い平成21年 4月 よ
り設置が義務化されたスプリンクラー及び自動火災担卸設備並びに消防機関ヘ

通豊立五ム災報知設備等を整備する事業

対象とする施設等

① スプリンクプ∵設備を整備する事業
口小規模 (定員29人以下)の特EIJ養護者人ホーム
・小規模 (定員29人以下)の老人保健施設
・認知症商齢者グループホーム」スプリンク_2■設備の性置義務が課されてい

ない施設にスプリンクラ∵設備な設置する場合を含量J
②_旦塾ム災報知設備丞ゴ盤整盤阻全tin報する火災量卸設備を整備す登奎菫
出塾型堕_高齢者グルァプホ囁ム

(イ )交付額の算定方法
a 算定方法
先進的事業支援特例交付金については、予算の範囲内で採択することとし、

その交付額の算定にあたつては、市町村ごとに先進的事業整備計画に記載され

た事業について、別表3(2)の第 1欄に定める事業の区分ごとに、第2欄に
定める交付基準単価に第3欄に定める単位の数を乗じて得た額と第4欄に定め

る対象経費の実支出額とを比較して少ない方の額の合計額を交付額とする。

ただし、1,OoO円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものと


